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中国及び台湾 372.8 45.7 418.5 
日本及び琉球 1，200.0 1，200.0 
朝 鮮 0.6 326.0 326.6 





贈与(ピルマ， 中国， インド， イソドネシア， 日本， 韓国， タイおよびフィリピンに 3億
9.000万ドル)， および戦争直後の時期に供与されたクレシット(フィリピンに7，000万ドル，
中国に2憶4.000万ドル)は除かれている。




68 (68) 第115巻第1. 2号
は与えられていない。そして第 1表以外で1950年までに供与されたものをとり























3) C. Wolf.ゆ cit.，p. 69，鹿島訳z 前掲書，凹ペ一三九
4) !bid. pp. 20-21，向上， 22-23へジ。
5) 実際，睦済情勢も政治情勢も重大であったのであり j 今川臣民によれば，フイリピγ，ピル
マ，マレ ，ィ γ ドグナ，タイと「戦後動古」は広がっていき， 11948年の東南アジアは，まさ
に戦後動乱がヒークに達したともいえる融動の巷でありたJ今)1瑛 F東南アジア現代史」昭
和47年， 355へジー








名 1195~州四 1954 間 I 1956 I四 |総額
アフカ1ニスタン 0口6 0.64 2.14 2，51 2.01 18.30 14.39 40.05 
ピ ノレ マ 10.80 13.67 6.93 。 。 。25.00 56.40 
経 セイ
ロ ソ 0.04 。01 G E o 5.00 6.08 11.13 
済 イ
:/ ド 5.19 52.71 43.58 86.85 84.43 60.88 68.72 402.36 
インド、ンナ 21.83 24.60 23 史問 24.45 26.77 41.53 65.88 229.04 
投 (12.20) (10.98) 
術 ラオス (6.61) (5.96) 
債 ベトナム (22.72) (48.94) 
T若 イγ ドネシア
07908 4 
8.06 3.56 3.91 7.00 11.10 26.72 68.33 
負 不パール 0.20 0.45 0.74 2.37 1.96 4.35 10.11 
担 ノ4 キ戸、?< :/ 0.45 10.60 26.80 22.73 71.36 66.68 61.67 260.29 
額 アィリピソ 15.11 32.10 17.92 14品 19.64 26.58 33.91 159.71 
タ イ 8.88 7.1 6.46 8.73 38.16 34.46 34.50 13829 
総 額 I70判1胡 69山
インドシナ 678.57 品5.82 254.51 272.48 ll641.38 
(32.89) ('目50)
オス (42.04) (38.48) 
トナム (179.58) (210.50) 
...-.~キア、タ γ 40.88 87.00 77.88 
プィリピ γ 9.50 2.50 12.00 
タイ 8.37 8，37 
総 額| 453.69 297也89
(注〉 公法480号による余剰商品援胡のインド不シア向け(1956年に9，t!OO万ドル)，ピルマ向け
(1957年に1，700万ドル)，およびインド向け (1957年に2億9.000万ドル〕を除く.
(出所〉巴 Wolf，op. cit.， pp. 403-404，鹿島訳，前掲書.548ト549ベ--:/0
70 (70) 第 115巻第1.2号
Y調査団の勧告が山ていたにもかかわらずー←アメリカはそれ以前と同じ態度
をとりつづけていたが，その理由は次の通りであった。
























6) C. Wo]f，噌叫， pp. 108-109，塵島訳，前掲毒 146ベジ。








総 額 19，163 100.0 
西ヨ ロ ツ ノミ 11，983 62.5 
中東・アフリカ・南アクア 2，349 12.3 
ア 妄6〆予 ア ・太平洋 4，274 22.3 
米 州 諸 国 366 1.9 
カ ナ ダ 。 。
そ の 他 199 1.0 
南方アジア諸国 1，740 9.1 
場向上合， フィリピンを除いた 1，728 9.0 
(出所) 南方アゾア諸国については，第2表，その他については， U.S.Dep七01
Commerce， Statistical Abstract Q/' the United States， 1958， p. 870 
および pp.870-873の数億から作成。
第4表ーアメリヵの経済援助の地理的分布 1951-57年
|金額 (1田万ドル)I 構 成 上t
総i 額 14，640 100.0 
南 ア ジ ア 812 5.5 
ア ジ ア・太平洋 4，145 28.3 
〔日ト本 坑 球〉 577 3.9 
f台 湾) 610 4.2 
〈韓 国〕 1，551 10.6 
南方 7 ~ア諸国 1，376 9.4 




南アジア地域に流用されることを許さなかったのである。ヲラ Y ス，オラ Yダ













ち町ドノ厚i% 金(100万ドル額ユ % 
合 計 35，527 100.0 31，868 100.0 
アフガェ芳、タ γ 52 0.1 153 0.5 
ビ ノレ マ 18 18 
セイロ γ ・ネパール 31 0.1 162 0.5 
イ ン ド 395 、1.1 4，790 15.0 
イ ン ド シ ナ 992 2.8 3，093 9.7 
イ コン ド不、ンア 96 0.3 575 1.8 
，、 キ ス タ ン 334 0.9 2，003 6.3 
フ イ リ ピ? ユ/ 116 0.3 
2724  
0.9 
タ イ 103 0.3 0.7 
南方アジア諸国 2，13，7 6.0 11，292 35.4 
同た場じ合フィリピγを除い 2.口21 5.7 11，018 
(出所 U.S. Dept. of Commcrcc，品川前町'alAbst四 ctof the United晶ates，1958， pp 
869-873. dム 1971，pp. 759-761より作成.
7) lbid.， pp. 3十38，向上， 46-47ベー タ.
アメリカ白対東南ァクァ援助主工業化論 (73) 73 
対照的に， 第二に， 政府支払の巨大化である。戦前の 1，600万ポY ドから戦後






項 目 11蜘 119岨 1
即 1 1叫~ I 1949 I 1蜘~ 諮
輸出入貿易 l→302 H 176 ト)425 H 203 H 154 ト.)146 H 779 ト→ 84
貿 易 外
利子・利潤・配当 同 175付同 71 1+) 80 同 76仲) 78 [什 121同 98(十) 45 
海運収入 同 201+) 29 1+) 33 [十) 76 仲) 82 1+) 120 十j-)12 1+) 49 
政府支払 (→ 16 H 363 H 230 i→92 H J48 [ー.)1~9 (ー)151 ト斗 96 
そ v) 他 (剖 53十H 95 H 3) 1.刊 117同 148(刊 2971+) 247 出 110
貿易外収支計 1+) 232 ←→ 168 ト)120 (判 117[什 1601+) 404 I+i 314 同 108
国段収支給計 (→ 7( ←→ 34 (ー.)545 (→ 26 仲] 白 1+)258 ト.i465 1+) 24 
(出所) The Bank for lnternational SeHlem引1f.s， The品。iingAγ"ea， 1953.首藤清訳'"'、
タ リソグ地域 国際収支より見ナこ分析」昭和2S年， 65ペジ。
第7表英国政府の海外関係歳出および歳入(1946ー 1952年〕
〈単位 100方ポンド〉
項 目 1948 Iω1 1950 1951 1952 前半
支 山
軍 事 374 209 113 110 97 122 65 
行政，外交など 20 25 34 37 37 41 27 
救済および復興(1) 123 118 31 20 14 7 1 
植民地贈与 10 7 10 16 18 17 18 
合 計 527 359 188 183 166 187 111 
収 入
〔23〕6 (21〕5 
軍需品処分など 164 129 96 35 27 
差引支払超過 363 230 92 148 139 151 96 
(注) (1) ドイツに割当てた正味金額を含む，
(2) 米国の防荷援助金1951年400フヲポンド， 1952年の前半丘町0万ポンドを除外するぬ
























戦後イ y ド不シアにオラ γ ダは進駐させたが，それがどり程度の草事支出と国
際収支の危機をもたらしたかについては具体的な数値は入手できなかったが，
イγ ドネシア町民族解放闘争によって「何よ bも重大な乙とは，オラ γ ダ人の
象使いの少年の上うな弱きが暴露きれたことである。人口9，000，000のオランダ





8) なお，イギリス脅園田危機については， R. Palm Dl1tt， Crisis of Britain and B1"Itish 
EmPire， 1949，曹関内
9) Ibid.， p. 280 
10) 和田正康，フラン的危機kその背景， ，世界睦済」第7巻第10号，昭和27:年10月，および，松
岡瞳二郎，誌丘のフランス経諸政策と1954年度予算， ，世昇経済」第9巻第7号，昭和田年7月.



























































Ajoy Gosh.“The Nature of American Penetration in India，" '1両町 T四zes.Nο50， 
Dec. 10. 1952，アメリカの対印置透の特質， r世界経済」第8巻第3号，昭和28年3月。




























19) Amos A. Jordan with a Foreword by WilliaIll H. Draper. Foreign "Aid an.d the 
D吃fenceザー SautheastAs叫 lQ62，なお，同書で扱かわれているりは，東南アジアのいわゆる



























20) lbid.， pp. 168-174 
アメリカの対東南アジア援助と工業化論 (79) 79 
府の活動が有効に遂行されるのが保障されるのであり， (4)低開発国の人々の中
で軍隊は最も近代的な生活態度をとっている部分の一つである，として軍事援























21) Ibid. pp. 181-188 
22) Max F. Millik血血dW. W. Roston， A Pro.ρosal-Key to， an Effective Policy， 1957. 
前田寿夫訳「捜進国開発計画D諸問題一一新しレ国際関係申提案」昭和33年.

























23) Ibid.， pp. 39-40，向上司 59-60ベージ。
24) Ibid.， pp. 70-71，向上， 97ヘージ。




イノレ・宇宙部門の序列)J田と統計的検証 (u.S. Census of Manufactures， 1963を利






年〉において部門毎に L.!L，を調べると， 兵器部門30.2→111目6%， 精密機器
37.1→58.0%.電機3L9→50.2%.運輸機械26.6→44.6%.一般機械31.0→44.6%.
化学46.1→64.7%. 石油石炭39.6→57.3%. 食品37.1→50.2%. とIB部門が急
上昇するのと対照的に， 第一次金属 CIAの代表)18.0→23.7%. 繊維恨の代








F が， スタンズ商務長官(当時〕の議会での証言(U.s. Congres~， A Foreign Eco_ 
nomic PoLicy .J向rthe 1970's， Part 5，日丘 For目gnTJαde， Statement of 11. S. Stans， 
25) 南克己，アメリヵ資本主義の歴史的段階 戦後~r冷戦」体制の性格規定一一'. r土地制度史
学」第47号，昭和45年4月.12ヘジ。
26) 向上.14へージ。
82 (82) 第 115巻第1.2号
第8表アバリカ貿易構造の変化 (単位億ドル〉
1957 1964 1969 1970 
①農産物。)輸 出 47 63 60 73 
車市 入 39 41 50 57 
/ミラソス + 8 + 22 + 10 + 16 
②原材料 4噛 出 33 34 胡 61 
輸 入 5日 55 81 84 
ゾミラーノ戸、 会 17 。21 " 33 会 32
③ 非的技製造術集品約 輪 出 40 44 62 68 
輸 入 29 60 117 129 
ノミラユJス 十 11 β16 ム 55 ム 61
③ 技製造術集品約的 輸 出 88 121 206 226 
輸 入 E白 "' 113 130 バランス + 72 + 90 十回 + 96 
〔注) (1) 余剰農産物援助PL480など含む， ζれを除くと黒字は天きく減ずる@
C出所〉 藤井正夫，アメリカの国際収支危機と通商政策の方向 fV7アランスJ25G号， 昭
和46年11月， 44へージ。
Sec同.ta叩 ofCommerce， June， 25， 1971)をもとに作成したものであるが. 1950年












アメリカの対東南アシア援助と工業化論 (83) 83 
第 9表:アメリカの産業の研究努力と輸出実績， 1962年 (%) 
研 究努 力 輸 出 実 績
産業名 (S1 C) 
R， R， E， E， 
輸 送 (37) 10.0 3.4 5.5 4.1 
航 空 機 (372) 27.2 6.9 8.4 7.6 
輸 i主〔航空機を除く〕 2.8 1.0 4.2 2.6 
電 機 (36) 7.3 3.6 4.1 2.9 
器 機 (38) 7.1 3.4 6.7 3.2 
イ七 学 (28) 3.9 4.1 6.2 4.5 
薬 品 (283) 4.4 6.6 6.0 4.8 
化 学〔薬品を除<l 3.8 3.7 6.2 4.4 
機 峨〈非電気) (35) 3.2 1.4 13.3 11.4 
ゴムおよびプラスチック (30) 1.4 0.5 2.0 1.3 
石材，粘土およびガラス (32) 1.1 4時 1.9 0.2 
石油および石炭 (29) 0.9 1.8 1.2 0.8 
カ日 工 金 属 (34) 0.8 0.4 2.1 0.7 
次 金 属 (33) 0.6 0.5 3.1 1.8 
手ド 主 金 属 (333) 0.8 0.5 4.2 4.7 
鉄 0.5 0.4 2.5 0.2 
皮 草 (31) 0.6 0.1 1.7 3.4 
印 周1] 出 版 (27) 0.6 0.2 1.7 1.1 
タ /、. コ (21) 0.3 0.2 2.2 2.1 
食 品 (20) 0.2 0.3 0.9 1.2 
織 物 (22) 0.2 0.3 3.4 1.1 
家具および備品 (25) 0.1 0.2 0.7 告時
木 材 (24) 0.1 * 2.0 6.2 
紙 (26) 0.1 0.3 2.1 3.5 
衣 服 (23) 0.1 4キ 0.7 2.1 
以 上 19 産 業 2.0 1.1 3.2 0.6 
内， 上位 5 産業 6.3 32 7.2 5.2 
残余 14 産業 0.5 0.4 1.8 1.1 
〔注) R，は肱売高に占める総研究 開発日費のハー セント， R，は総雇用教に占める研究， 開発
向け白科学者および技捕者のハーセソト， E，は，販売高に占める輸出町パーセント， E，は
販売高に占める輸出余剰のパーセントを各々あらわす。なお， キは0.05%以下を示す.
〈出所) W. Gruber， D. Mehta and R. Vernon，“The R & D Factor in International 
T目玉leand Internatiorial Inves'tment of United States Industries，" J(四n但~l of 
Politica1正:Conフmy.Vol. 75， No. 1， Feb. 1967， p. 23. 

















商 品 分 類 SITC 1963年 数量 価格
食料および飲料 ー O十1 29.8 2.4 2.9 
原 材 料 2+4 22.6 2、4 0.7 
j燃 料 3 31.¥ 9.7 8.3 
繊 主荘 品 65 3.5 5.8 
非 鉄 卑 金 属 68 4.8 8.0 
非そ鉄の他卑の令製属品を除〔繊〈維〕および 5-8 たをだし65， 68 除く 5.5 15.4 
次 産 品 。-4 83.5 5.1 4.3 
燃料を除く一次産品 。十1+2+4 52.4 1.9 
製 造 品 5-8 16.0 7.6 11.'0 
合 計 。-9 100.0 5.7 5.4 
L 








〈出所) UNCTAD.丘四iewof lnternational Traa包 andD.四 'elo.卵ηient，1969-，-Part 
One: Review of Recent TrenaらinTrade and D目 ，"0.ρ問問t，日本エカフェ協会，
「調査資料月報」第2巻第1号，昭和44年1月， 19ベ ジ.















27) 戦撞世界貿易の構造変化を最初に把握したものは， いわゆる「ハーパラー報告J (GATT. 
Trends in ~何回.uaional Tγ-ade， 1958)である。























済開発は， 1929年の植民地開発法 (ColonialDevelop血entAct， 1929)を以って
始まり， それを改正した1940年の植民地開発福祉法 (ColonialDevelopment and 
















































32) 和田正康，英連邦会議と開発計画. 1世界経済」第8巻第3号』昭和28年3月.14ベー ジによ
る。
33) R. Palm Dutt， ot. cit.， p.110 
88 (88) 第 115巻措1.2号
第11哀英国の植民地への投資額
瓦議---!とi1950 1951 1952 1953 
西アフりカ 1-1 35 ←) 31 ト) 21 (ー) 21 
東アフリカ(" 1+1 7 トH 2 [十) 23 1+1 55 
マライ地域 ト) 80 ト.1 101 t→ 2 1+1 28 
西イ γ 下 件] 7 件) 16 (判 23 1+1 6 
その他地域防 ト←) 4 件) 3 
合 971 ト]山 1 1十)
〈注) 11 1952年までは東部および中部アフリカ。 (21 香曙を除く P
E出所〉 佐瀬六却「イギリス白極済開発」昭和31年， 208ベー ジ。
(単位 100万部ンド〉
1954 
」→ 62 ←→ 173 
(刊 54 1+1 141 
ト十) 19 H 136 
件] 6 1+1 58 
十) 7 



























;ムムよト415翠212:i351 1 127I17 
5よみ玉川詰:1叶2凹 135 1 1.041 12 11ネ引
い年1町 rlE222| | ! | |;22::z 
t足以ドJ22212a7γ1 1 1 1 3;:5 
2938年1同万j器1 1 ~~ 1 1 1 I:~ 
いおiE詫1 1 Iも1 I 1 3~~2 
いん市器21 12;i l i lt2 







〈出所) ECAFE.互主'0回 mx品開叩 ofAsia and the Far East， 1970， p. 8，日本エカフェ
協会訳「アジア経t青年報ー197年」昭和49年，14-5ベー九






またイ Y ドのそれでは0.9%のシェアを占めるにすぎない〉アメリカが，近年 (1967年
末〕においては， イγ ドネシアの直接投資において73.2%. マレーシアのそれ








石 油 1，102.3 22.1 54.3 24.0 0.5 20.1 
鉱業・精錬 252.5 5.1 19.0， 30.9 30.3 9.1 
是正 業 939.1 18.8 6.( 75.0 12.7 0.1 2 
製造業 1，547.7 31.0 34.1 37.6 4.4 3.8 1.6 7.8 
貿 易 504.4 10.1 44.7 42.4 4.2 0.9 0.5 3.0 
公共事業 123.0 2.4 31.7 49.6 17.1 
運 覇市 68.0 1.4 25.0 45.6 11.8 8.8 1.5 
銀行業 133.5 2.7 33.3 50.6 4.1 1.1 0.7 5 
観 光 127.0 2.5 60.2 27.2 5.1 1.6 5.1 
その他 194.0 3.9 73.7 19.1 0.<; l 
B" 計|叩1.51 3.9 
(注) (.) オセアニアの関尭途上国も官U".
(出所) United Natio四 ，Multinational Corpo印刷nsin WorldD回品中ment，1973， p.1S1， 
外務省監慢，武沼昇.青沼静，佐藤知子共訳「多国籍企業と国際開発」昭和48年， 180ヘ シ。
35) United Natio田 .0ρcit.，p. 183，外務省監修，武沼他訊前掲書， 182へー ジ。















鉱 業(主た品F襲) (時)製造業 総計(害告を)
フィリピン(アメリカ.1935年〉 23.2 32.9 34.2 9.7 100.0 
インドネシア(オランダ.1937年〉 19.4 45.6 33.1 1.9 100.0 
イ ン ド(イギリス， 1948年〉 4.0 2::W 48.0 19.4 100.0 
ピ ノレ マ(イギリス， 1948年〕 56.5 21.0 16.7 5.8 100.0 
マ ラ ヤ(イギリス， 193648年〕〕 17.5 70.2 12.3 100.0 
仏領イ γ ドシナ(フヲソス731982 1!i8 32-3 :16.0 15.9 100.0 
朝 鮮(日本， 193 17.8 6.8 53.0 22.4 100.0 
台 湾(日 本， 1939年〉 12.0 8.6 13.2 66.2 1日0.0




























37) Jack Wod<，lis， An Introduction to Neo-Coloni.alism. 1967，田ー 58-59，アジア・アヲリヵ
研究所訳「新植民地主義」昭和45年.83ベ ジ。
